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基礎研究や⽬的研究は⼤学や国⽴研
が政府予算で⾏い、最終的に実⽤化
できれば企業が経済活動に導⼊する

安全保障と学術、私の論考
根本の「財政⾚字」を放置したまま議論しても意味はない

⾼部英明 ドイツ・ヘルムホルツ研究機構上席研究員、⼤阪⼤学名誉教授

 昨年、防衛省が⼤学等への競争的資⾦の公募を開始し、両義性
（「デュアルユース」」が問題となったことで記事を書いた 。
書いたのは、私が 2 0年近く悩んできた課題が表に出てきたと思ったからである。

今回は表題に対し、⾃分なりの⾏動規範に関する論考を書きたい。さらに、その
背景にある財政⾚字について考察したい。

 問題は「⺠需」と「軍需」の両⽅への「応⽤」の可能性がある研究を、軍事へ
の応⽤を指向している⼈や組織と研究交流をしながら⼤学などで推進するか、否
かである。私の答えは明確で「否」である。断っておくが、基礎学術は必ずしも

「⺠需」でもない。ある意味、芸術などに近い。この論考では基礎も「⺠需」の
⽴場に⼊れて議論する。

 ⼤学等には多様な考えの研究者がいる。特に若⼿には経験したことのない問題
設定で⼾惑う⼈もいると思う。だから、この論考では、応⽤研究の環境の中で基

礎研究を積んできた経験を持つ研究者の私が、どのようなファクトを基盤に
「否」と判断しているかを説明し、読者の判断の参考としていただきたい。

１．基礎学術への国家の期待

 皆さんは次のエピソードをご存じだろうか。 1 9 6 0年代後半、⽶国フェルミ研

究所のロバート・ウィルソン所⻑は莫⼤な国家予算を加速器建設に使うことにつ
いて上下両院合同原⼦⼒委員会で釈明を求められた。  建造に反対する議員が

「国家防衛の観点から、この機械には何の価値もない」と主張した。彼は「この
装置は直接的には国家防衛には何の関係もありません。しかし、わが国を守るべ
き価値のある国にするという点では、おおいに関係があります」と反論し、予算

が認められることになった。

 ⽇本の全ての⼤学⼈も「⾃分の研究は⽇本国が世界から尊敬される国家である

ために貢献している。それが私の研究の深部にある真の価値です」と主張できれ
ば素晴らしい。

 韓国では最近まで「基礎学術」の競争的資⾦はなかったそうだ。全てが応⽤研

究であったそうだ。 2 0 0 8年、⼩林・益川のノーベル賞を契機に「基礎研究の資
⾦が創設された」と韓国の友⼈（宇宙物理）が喜んでいた。中国も似ている。私

は上海交通⼤学と⻑く交流している。応⽤研究が主であったが、今年 3⽉に訪ね
たとき、暗⿊物質の実験装置を⾒学し驚いた。研究者も⽶国帰りが多い。聞くと
「⽇本がノーベル賞をたくさん取るのに何故、中国はとれないのか」という議論

が盛んで、もっと基礎科学を広めるべきだと政府の理解が強まったそうだ。

 ところが⽇本政府はその逆に科学・技

術予算を 1 0年ほど前から産業との連
携、そして今度は防衛研究との連携にも
向けるようになった。⽇本経済の失われ

た 2 0年を経て、政官共に「経済⼒向上
のための科学・技術研究を⽀援する」と

いう傾向が強くなってきた。例えば、
2 0 0 6年第 1次安倍内閣で「 5年以内に産
業への応⽤を⽬指す⼤型研究⽀援」があ
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り、私の部局では「次世代半導体製造の極端紫外光源」の研究が始まった。その

頃からか、私の回りで、産業応⽤の話題を良く聞くようになった。同時に「産学
連携」が⼤きく叫ばれるようになったと記憶している。産学連携の構造を左図に
⽰す。

 学術というのは歴史的に貴族など⼤⾦持ちが科学者を⾦銭的に⽀援してきた。
そうすることで貴族は上流社会での評価を⾼めていた。しかし、レオナルド・ダ

ビンチは万能であったが故か、芸術で評価されにくいなら軍事のアイデアでパト
ロンに仕えた。まさに両義性の先駆けだ。彼の時代はそれが当然の⽣活の糧で
あった。現在、⼤学で⾏う基礎科学の資⾦は国費である。先の韓国、中国の例か

らもわかるように基礎科学への投資は「国家の品格」を⾼めたいという政府の価
値判断に負う。現在の研究者はウィルソンよりさらに⾼度に、国家・国⺠にその

⼤切さ伝えていく必要がある。

２．「⼤義なき戦争」と関わるのか

 今回の両義性の資⾦については「とうとうここまで来たか」という思いであ
る。これは安倍政権の「安保関連法」「武器輸出解禁」から予想された動きとも

とれる。政府の理屈は

● �  ⽇本の輸出⼒強化のため、より⾼度な武器輸出を⾏う。そのためには産業界

だけでなく学術界の協⼒も期待する。

● �  現在のハイテクを駆使した紛争では防衛装備の科学・技術による⾼度化は、
⾃衛隊員の⾝を守るために不可⽋である。研究者に科学技術を通じた⾃衛への貢

献を期待したい。

 という事であろう。しかし、この⼆つの法案を結びつけると以下の様な事が想

像できる。

● �  我が国の防衛⼒向上に寄与したつもりが、⾃分が関係した防衛装備が海外に
輸出され、その地での⼤義なき紛争に使われ犠牲者を増やすことに貢献してしま

う。

● �  安保法制により、イラク戦争のような「⼤義」なき戦争に⽶国から巻き込ま

れる可能性が出てきた。その時、⾃衛のはずのハイテク装備が攻撃のための装備
として活躍することになってしまう。

 それでも、両義性研究に関与するのか。

 もう⼀つ関連する法律は「特定秘密保護法」である。⽇本は良く「スパイ天
国」と⾔われる。両義性の研究に携わる⼤学⼈から情報を⼊⼿しようという⼿が

伸びることは⼗分考えられる。そして、もし情報漏れが明らかになると秘密保護
法の対象になる。「いや、公募要領や実施要領にそのような記述はありません」

と⾔っても、事件が起きれば新しい法律ができる。⾃衛隊員の家族が安保法制の
際「戦争に巻き込まれるのか」と困惑していたように「法律は後から着いてく
る」ものである。

 たぶん、資⾦提供の話があったとき、まずは、思考実験をして将来どのような
事が起こりうるかを考える必要がある。その際、相⼿の説明や⾃分に都合の良い

要素だけで未来を描くと⼤変危ない場合が多い。これは⽣活全般の常識である。

３．「学術研究」と「⽬的研究」

 主題の議論をもう⼀つ踏み込んで、論考を展開したい。

 バブル経済がはじけた 1 9 9 0年頃から、国⺠総⽣産G D Pがそれまでの右肩上が

りから停滞するようになってきた。⽶国や他の国は右肩上がりを続けているの



バブル経済の崩壊後、⽇本の G D Pは
停滞してしまったが、⽶国、中国の
成⻑は⽬覚ましい

に、横ばいは⽇本だけである。政官財含
めた⽇本固有の構造的な問題があるとし

か考えられない。その後「失われた 1 0

年」などと叫ばれる中、政府は⼤学の応

⽤研究を産業⼒の向上を⽀援するための
競争的資⾦を増やしていった。その結
果、⼤学は「企業の基礎研究所」と思え

る⾊彩を帯び始めた。同時に⼤学内での
「知的財産」、主に産業応⽤の技術など

の研究が盛んとなり、「⾃由で公開」を
旨としてきた⼤学の研究成果が特許など
秘匿性の知識となり、⾃由な議論が阻ま

れる傾向が⽣まれてきた。

 私は⼤学は「⾃由こそ不可⽋」という信念で研究を展開してきた。元々、「核

融合エネルギー」という⻑期的な応⽤研究に従事していたが、研究対象の中の
「未知なる学術」に⾒せられて、基礎研究に⽅向を代えた経緯がある。応⽤研究

のように「⽬的研究」を⼤学で推進していると研究する中で⽬的に沿わない「未
知の現象」が⾒られた場合、「これは技術の未成熟の故であり、⽬的達成とは関
係ない」と研究対象から外す傾向がある。ところが、その現象には学術として

⾊々な分野と関係する「基礎学術」が含まれており ､⼤変興味深い。それをより
深く研究することで⾃分の世界観が広がるし、新しい学術が開ける。私は⽬的に

かなう研究よりそのような基礎学術の探求こそが⼤学の研究として本質的である
と考えてきた。また、結果として基礎学術を積み重ね、⼈類が賢くなることが ､
当初の⽬的にもかなうと考えたのである。

 そのような背景もあるので、さらに軍事との両義性というのは到底受け⼊れら
れない。しかし「学術の深化」を図るよりも、⽬的研究のなかで⽬的にのみ興味

を持ち、より⼤きな装置予算を獲得して、⼀歩でも⽬的に近づきたい、という同
僚との溝は埋まることがなかった。つまり、どのように研究を推進するのが正し
いかという課題への答えは、⼀つではない。

４．  貧すれば鈍する

 最後になぜ表題の課題が今、問題になってきたのかを考えたい。法律との関連
は上に述べたので、⽇本経済との関連を考察する。

我が国の税収と歳出の推移。バブル経済の崩壊後、税収は横ばいとなったが、予算
は右肩上がりを続け、債務が蓄積してきた

 まず、国家予算の歳⼊（税収）と歳出の年推移を⾒て欲しい。これから極めて
明らかなことはバブル経済が崩壊した 1 9 9 1年を境に税収⼊は伸びず横ばいを続

けているのに、歳出である国家予算は右肩上がりを続けている。税収⼊はすなわ
ち図 2のG D Pそのものである。歳⼊歳出の差額は国家の借⾦であり、財政⾚字は
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戦時国債などで終戦直後の累積債務
は G D Pの２倍を超えたが、近年の数
値はそれ以上に悪化している

膨れに膨れすでに 1 0 0 0兆円を越えている（ 4⼈家族に換算すると１世帯あたり約
2 6 0 0万円の借⾦に相当）。さらに毎年、歳⼊の中に国債を 3 0兆円程度加えない

と 1 0 0兆円近い年間予算がまかないきれない。財務省が情報を公開しているのは
感⼼するが、同時に、国⺠に「消費税をかなり上げない限り財政⾚字は解消しな

い」という論拠として公開しているのだろう。

 このような切⽻詰まった背景の元、政
府が学術界に「産学連携」「両義性への

参加を」と呼びかけるのは理屈として分
かる。国の産業⼒、輸出⼒をなんとして

でも向上させて、財政⾚字を少しでも減
らしたい、という事だろう。しかし、本
当に⾚字解消ができるだろうか。私はず

いぶん前から財政⾚字は解消できないと
悲観的である。先にあるのはハイパーイ

ンフレであり、 1 0 0倍のインフレが起こ
れば⾚字は 1 0 0分の１となり返還可能と

なる。しかし、これは国⺠への⼤きな負
担である。ハイパーインフレは第 2次⼤
戦後、⽇本を襲った。戦争遂⾏のための

債務がG D Pの 2 0 0％を越え、⾏き着く先
が戦後の超インフレであった。（戦後物

価は戦前の 2 0 0倍を超えた）。財政⾚字を考えると我々は「第 2の敗戦」を迎え
ていることになる。

 この論考の課題を単に両義性の問題とせず、もっと根本的な我が国の経済⼒の

衰退が招いた現象の⼀つとみるべきであろう。そして、その根本的な原因である
国家財政の慢性的⾚字体質。そこを追求すべきではないか。マスコミも「軍需・

⺠需」というとらえ⽅より、何故、今、このような議論をするようなったのかそ
の背景を深く探って欲しい。そして、財政⾚字に⾏き着くなら、 1 9 9 1年以降、
なぜ霞ヶ関は⾝の丈以上の予算を要求し、財務省・政府はそれを許し、国会は承

認してきたのか追求してほしい。深い疑問が横たわる。「産学連携」や「両義
性」の背景には⽇本国財政の「貧すれば鈍する」の流れがあるように感じて仕⽅

がない。

掲載の記事・写真の無断転載を禁じます。すべての内容は⽇本の著作権法並びに国際条約により保護
されています。
C o p y r i g h t  ©  T h e  A s a h i  S h i m b u n  C o m p a n y .  A l l  r i g h t s  r e s e r v e d .  N o  r e p r o d u c t i o n  o r
r e p u b l i c a t i o n  w i t h o u t  w r i t t e n  p e r m i s s i o n .

https://webronza.asahi.com/photo/photo.html?photo=/S2010/upload/2016120700002_4.jpg
https://webronza.asahi.com/photo/photo.html?photo=/S2010/upload/2016120700002_4.jpg

